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-勤倹力行-
～キラリ輝く企業へ～

１９７６年（昭和５１年）母体である三雲産業の原料輸送部門の位置づけ
として、窯業原料の輸送をメインとする有限会社三栄運輸が誕生しました。
以来お客様のご要望にお応えすることを基本姿勢として社名を有限会社
サンエーに変更し、営業倉庫の建設、請負業の開始など、お客様にとって
「かゆいところに手が届く」存在価値のある企業を目指し鋭意努力をして

参りました。その根底に流れているのは単に運送業という位置づけではなく、
様々な視点でお客様の要望を追求しながら、この地域で最も優れた「価値」を

生み出していこうとする想いからです。

今日まで長年経験させていただいた多様なニーズにお応えする供給力を強みに、
今後さらなる強固な供給体制を築くことで、この地域で必要とされる「キラリ

輝く企業」へと展開していきたいと考えております。そのためにも、これからは
一人ひとりの個性を尊重したいきいきとした職場を実現し、また、個々の能力
を結集して同じ目標に向け進んでいく「組織力」を基盤としてお客様のあらゆる

ご要望にお応えしていきたいと考えています。

働ける喜びを胸に、私たちの「挑戦」は続きます。

株式会社サンエー
代表取締役　奥村 伸一
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　　当社は、平成17年8月に(株)サンエーの経営に関する

　理念体系を作成し、CSR企業方針の中で地球環境保全の

　取り組みを明確に位置づけ致しました。

　  地域性及び環境への影響を考慮し、以下の環境経営方針を

   定め事業活動を通じてその実現に取り組みます。

　　1、地球環境保護
　　　　　主に倉庫・運輸事業活動において、地球環境保護に従業員一丸となって
　　　　　　　継続的な環境改善に取り組みます。　　　　

　　2、環境保全活動の重点的な取り組み分野
　　　　　物流関連事業を営むにあたって、営業用トラックの二酸化炭素および

　　　　　倉庫内の廃棄物、総排水、消費電力の各々の排出量削減に取り組みます。
　　　　　化学物質を使用する場合は、適正管理及び適正使用をする。

　 3、資源・エネルギーの効率的利用
　　　　　資源・エネルギーの消費や廃棄物の排出状況等の実態把握を行い
　　　　　環境への負荷を軽減するため、目標値を設定し、その達成に努めます。

　 4、環境関連法規の遵守
　　　　　環境関連諸法規を遵守します。

　 5、継続的環境改善の推進
　　　　　環境保全に関する対象を内容別に目標値および重点施策を設定し
　　　　　取り組み結果を評価・見直すことにより、継続的な環境改善に
　　　　　取り組みます。

　 6、環境啓発活動と地域・社会貢献活動の推進
　　　　　環境活動レポートをホームページ等で公表し、社内外に対して環境保護

　　　　　に関する情報の提供を行い、また、啓発・教育活動を推進するとともに
　　　　　地域社会の一員として、地域・社会貢献活動の推進に努めます。

   ７、環境配慮サービスの供給
　　　　企業からサービスの提供を受ける場合、環境配慮企業への発注を出来るだけする。

制定：2006年5月1日

改定：2020年1月1日

　 株式会社　サンエー
　 代表取締役社長 　 奥村　伸一

環　　境　　経　　営　　方　　針
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□組織の概要 更新日：
（１） 名称及び代表者名

株式会社サンエー
代表取締役社長　奥村　伸一

（２） 所在地
本　　　社 滋賀県湖南市岩根257-164

0748-75--2551

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先
責任者　 物流推進次長 舞野善彦 TEL：0748-75-2551
担当者 安全環境G 松本太史 TEL：0748-78-0781

（４） 事業内容
・一般貨物運送事業・倉庫業
・窯業原料採掘販売（＊認証登録対象外）

（５） 事業の規模
法人設立 1976年
資本金 万円
売上高 万円（2022年度）

名 名

㎡

ｔ
ｔ うち再資源化量 ｔ

ｔ

ｔ うち再資源化量 ｔ

トレーラー 台
大型ウイング車 台
中型ウイング車 台

合計 台

外部倉庫
面積 住所

甲賀倉庫（賃貸） 1730㎡ 〒520-3404　甲賀市甲賀町神保53-9
徳地倉庫（賃貸） 875㎡ 〒528-0056　甲賀市水口町泉下川原1421-1
湖南倉庫（賃貸） 2,736㎡ 〒520-3252　湖南市岩根1286
宇川倉庫（賃貸） 660㎡ 〒528-0052　甲賀市水口町宇川1292番地

4,487.61㎡ 〒528-0062　甲賀市水口町さつきが丘19
徳地朝国倉庫（賃貸） 1,102㎡ 〒520-3251　湖南市朝国326

□認証・登録の対象組織・活動
登録組織名： 株式会社サンエー
対象事業所： 本社・本社倉庫

外部倉庫

活動： ・一般貨物運送事業・産業廃棄物収集運搬業・倉庫業・太陽光発電事業

備　　考

最終処分量

台数

収集運搬量

0

水口第一物流センター（賃貸）

請負各事業所
59

2023.3.31

54.4

0

0

受託した産業廃棄物の処理量
延べ床面積　　　 5010

7,700
130,337

中間処理後の産廃の処分量

1
6
1

倉庫名

8

中間処理量 0 0

車種

本社
従業員　　　　　 37
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事業・製品の紹介

6 



□環境経営組織図及び役割・責任・権限表 更新日：

（認証登録範囲） 代表者

取締役

環境管理 責任者

倉庫事業所 運輸事業所 安全環境G

舞野善彦 阿部てるみ 松本太史

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加

□許可の内容

　　各種行政許可内容

1953年7月23日

1995年3月29日

2015年6月23日

近畿運輸局
国土交通大臣

近畿運輸局

滋賀県

国土交通大臣

2025年6月6日

許 可 番 号

大陸代1584号

倉許第1117号

環境管理委員会

全従業員 ・環境方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚

・自部門の想定される事故及び緊急事態への対応のための手順書作成
・試行・訓練を実施、記録の作成
・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施
課長 ・自部門における環境経営方針の周知

・自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告
・時部門に必要な手順書の作成及び手順書による実施

・環境経営計画の審議
・環境活動実績の確認・評価

有効年月日

なし

なし倉庫業

取得年月日許 可 区 域 許 可 区 域

第02500070199号

許 可 内 容

一般貨物運輸業

産業廃棄物収集運搬業 滋賀県

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

・環境経営目標・環境経営計画書を承認
・代表者による全体の評価と見直し、指示
・環境経営レポートの承認

・環境経営レポートの作成、公開（事務所に備付けと地域事務局への送付）

・経営における課題とチャンスの明確化

滋賀剛治

環境管理委員会

・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

・環境経営に関する統括責任

環境管理責任者

2022.12.31

・環境負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己チェックの実施

・環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成
・環境活動の実績集計

・環境経営レポートの確認

・環境経営方針の策定・見直し

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間等経営資源を準備
・環境管理責任者を任命

役割・責任・権限

社長 奥村伸一

安全環境担当

・環境経営システムの構築、実施、管理
・環境関連法規等の取りまとめ表を承認
・環境経営目標・環境経営計画書を確認

・環境管理責任者の補佐、

・環境活動の取組結果を代表者へ報告

代表者（社長）

 井澤弘幸・徳地節子
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　　産業廃棄物収集運搬業許可の内容

廃
プ
ラ
ス
チ

ッ
ク

木
く
ず

金
属
く
ず

ガ
ラ
ス
く
ず

陶
磁
器
く
ず

滋賀県 無 ○ ○ ○ ○ ○

□主な環境負荷の実績
単位

kg-CO2

kg

kg

kg

kg

kg
kg
㎥

※二酸化炭素排出係数 kg-CO2/kWh 電力会社の調整後の係数　

□環境経営目標及びその実績

〇

〇

〇

〇

上記二酸化炭素排出量合計 kg-CO2 347,282 333,390 306,798 329,918
953

　一般廃棄物排出量
　産業廃棄物排出量

電力による二酸化炭素
削減

kg-CO2

受託収集運搬量 19,710

二酸化炭素総排出量

受託最終処分量

項　目

廃棄物排出量 439

一般廃棄物の削減

0 0

51,700

296,947 287,886 306,870

0

2020年 2021年 2022年

○

681 953

受託中間処理量 0 0 0

コ
ン
ク
リ
ー

ト
く
ず

（
工
作
物
の
新
築

、
改
築
又
は
除
去
に

伴

っ
て
生
じ
た
も
の
を
除
く

）

54,350

（目標）

326,445
1,140

86%

298

1,1141,295 1,140

2019年
262

（目標） （実績）

94%

93%2019年

95%

46,914

（目標）
評
価

49,909 47,912 28,825 47,413

439 681 953

基準値　　　　　　　　  　年　度
　　項　目

2022年 2023年 2024年

0.418
232

（基準年)

基準年度比

268 232
88% 86%

256

94%

282,504

95%

88%

279,530277,973

90% 78%

水道水の削減 ㎥

2019年
太陽光事業の継続

行動目標（次項による）

58%基準年度比 2019年 96%

kg

基準年度比

自動車燃料による二酸
化炭素削減

kg-CO2 297,373 285,478

96%

88% 74%

基準年度比

第02500070199号 平成27年6月23日 令和7年6月6日

許可番号 許可年月日 許可有効年月日許可区域

積
替
保
管

廃棄物の種類

0 0

245 275

0

水使用量
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□環境経営計画の取組結果とその評価
数値目標：○達成　×未達成

電力による二酸化炭素削減

節電啓発表示

2019年

2022年

自動車燃料による二酸化炭素削減

営業車に低燃費車（ハイブリット車）を使用

2019年

2022年

2019年

2022年

10月

227 486

6月 7月

6月

デジタルチャートよりスピードの出しすぎについて安全面と環境面
で日々個人指導し、毎月の安全会議で燃費向上についても教育
した。

10,014
14,682

10,618

647 518747

7,3049,956 8,163

11月 12月
339 450 600
536

11月 12月

5,554

取組結果とその評価、次年度の取組内容

8月
454

7月

8,794 9,644
7,588 7,980 7,065 9,053 5,762 11,516

8月

597 259456

9月 10月

9月

社用車の台数が増えたが、アイドリングストップの呼びかけ・エコ
ドライブの推進により、ガソリンの削減に取り組んでいく。また、外
部倉庫が増えた為ハイブリッド車(低燃費車）の変更も行っていく
方針である。

110

12月
9,904

11月
8,08912,506 9,801 8,650 8,190

6月

4,610
8,650

6,241 5,822

9月8月7月 10月

5,874

達成状況

6,776 6,701 5,589 4,7636,025

2月1月
11,732 11,857

5月
10,213

4月
8,748

・社用車の効率的使用（運転管理）

551

8,816
1月 2月 3月 4月 5月
8,112

7,264

数値目標 〇
○

10,193
8,148 8,465

4,875 6,129

達成状況

・本社倉庫用エレベーターの無駄な使用の削減使用しない ○
・ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞ、ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 ○

3月
10,490

3月 4月 5月

194 164
1,017 690

8,337
9,144 6,840

10,007

・アイドリングストップ等エコドライブの推進

122 354 262

取組結果とその評価、次年度の取組内容

414 412

○
○

・営業トラック過積載の撲滅（燃費改善）

1月 2月

数値目標 〇 事務所・休憩所・倉庫全てにおいて、使用しない時の節電の徹底
を行い、またエアコン使用も夏季２８度冬季２０度の室温設定で運
用することにより、昨年より節電できた。

0 ○

・エアコンの温度設定を夏季28℃。冬期20℃の設定する ○

0

5000

10000

15000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月

電力（ｋWh） 2019 2022

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月

ガソリン（L） 2019 2022

0

5,000

10,000

15,000

20,000
軽油（Ｌ）

2019 2022
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一般廃棄物の削減

再生用紙専用入れを設置

2019年

2022年

水道水の削減

2019年

2022年

15

節水日啓発表示

蛇口のセンサー止水へ変更など、節水効果のある蛇口に交換す
る。

6月 7月 8月 9月 12月

取組結果とその評価、次年度の取組内容

90
11月 12月

分別ごみの表示

100
100 70 7565

ペーパーレス化強化に対し、社員全員に会社携帯を配布し、今ま
で紙で行っていた健康管理・会社連絡・カレンダー等をスマート
フォンを活用することでペーパーレス化に取り組んだ。

6月

・分別の徹底し、再利用化の推進 ○
・シュレッダー廃紙のリサイクル化 ○

90 85

○

110 130 90

・デジタル化推進による印刷物の削減

〇

120 90 120
95 100

7月 8月
140 90

88

10月

取組結果とその評価、次年度の取組内容

9月

達成状況

数値目標

10月
69 17 17

24
15

11月

18 19 20 20 23 23
15 69

○
・漏水防止のための水道水メーターの管理 ○
・トイレ擬音装置の活用

20 17 17 15 16
17

5月
1714 17 17

3月 4月2月1月

65 45 90 90 70

・廃棄パレットの削減（利用者数の開拓と引き取りの
推進）

○

1月 2月 3月 4月 5月

達成状況

数値目標 〇

○

・節水呼びかけ表示

0

50

100

150

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月

一般廃棄物（ｋｇ） 2019 2022

0

20

40

60

80

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月

水道水（ｍ３）
2019 2022
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グリーン購入の推進

滋賀ｸﾞﾘｰﾝ購入ﾈｯﾄﾜｰｸ入会

太陽光事業の継続

取組結果とその評価、次年度の取組内容
・省エネ性能の高い電気製品の購入 ○

○

達成状況

下記マークの付いた商品を優先的に購入
・事務用品グリーン購入

・パネルの保守点検の徹底による効率的な発電 ○ 特に問題なく発電できました。
達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組内容
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□環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟の有無
法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りです。

大阪府条例（流入車規制）

□緊急事態対応訓練

緊急事態の想定： 油流出事故の発生
■実施日： ■実施場所：
■参加者： ■実施内容：

■評価： 手順書の変更の必要性□ あり ☑ なし

■実施状況の様子

家電、自動車廃棄時

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。
なお、違反、訴訟等も過去３年間ありませんでした。

業務用空調機

適用される事項（施設・物質・事業活動等）適用される法規制
環境の基本法

滋賀県環境基本条例

湖南市環境基本条例

廃棄物処理法の処理及び清掃に関する
法律・湖南市生活保全条例 産業廃棄物収集運搬

事業活動全般

自動車NoｘPM法
一般貨物運送事業

事業活動全般
電気事業法 高圧受電設備

2022.10.14 本社倉庫
倉庫課員

・流出事故対応、通報訓練

吸着マット、おがくずの在庫確認と保管場所を確認し、使用手順の説明を行った

家電ﾘｻｲｸﾙ法、自動車リサイクル法

道路交通法

貨物自動車運送事業法

フロン排出抑制法
浄化設備

消防法、湖南市広域行政組合火災予防
条例

倉庫、事務所

労働安全衛生法

浄化槽法
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□代表者による全体の評価と見直し・指示

実施日：

環境経営方針 ☑ 変更なし □ 変更あり

環境経営目標・計画 ☑ 変更なし □ 変更あり

実施体制 ☑ 変更なし □ 変更あり

□これまでの環境活動の紹介
清掃活動 加入団体のごみ拾い参加

　　2022年度は運輸部門で新規運行が始まり、軽油の使用量が年後半に増え初めていま
す。しかし、全体評価としてアイドリングストップやエコドライブが浸透したこと。照明のLED
化及び倉庫において個々のLEDを人感センサー点灯にした効果等で、二酸化炭素排出
慮は基準年から12％削減と大きく成果がでました。また、運輸部門は、自社売上に大きく
影響を及ぼし、中間計画の長距離運行を地場の横持運行への変更には取組んできまし
た。2024年問題もあり、地場と中距離運行で推移させて行きたいと思います。

2023.3.24

2022年7月1日2022年10月15日
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